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代表取締役　　鴨下 隆一
　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、１２年１０月２０日付け郵通議第３１３３号で公告された接続約款案に関し、別紙の通り意見を提出します。

（別紙）
東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の
指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に対する意見
＜総論＞

東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会社殿が、「高速デジタルアクセス技術に関する研究会報告書」を尊重し、これに沿った接続約款の変更案を遅滞なく申請されたことに敬意を表します。しかしながら、接続約款の根幹をなすとも言うべき「重畳料金」等、料金に関する重要部分に関する案が欠如した形で申請される事態は理解に苦しみます。従って、重畳料金等の案を12月にも予定される正式サービスへ向け、議論する時間的余裕を許さない時期に申請し、申請通りの認可に持ち込むような事の無きよう、早急に正式な申請をして頂くことを強く望みます。

１．重畳料金の考え方について

試験サービス約款においては、暫定的に重畳料金（同約款においては「基本回線専用料」）が800円（タイプ1-2の場合）に設定されています。しかしながら、スプリッター等への接続工事費等、一時的費用は別途負担を求められている以上、電話重畳を行うことにより端末回線に関して継続的な追加費用が発生するとは考えられません。従って月額ベースの重畳料金は存在すべきでないと考えます。現行の「800円」はISDNに加入されていれば支払われたであろう、一般回線との月額基本料金の差額を、不当にDSLユーザーに転嫁しているものと考えざるを得ません。

エンドユーザーに対する提供価格が数千円という価格レベルのサービスにおいて、かかる根拠なき料金が付加されることは、DSLサービスの普及を不必要に阻害させるものと危惧しております。つきましては、正式な申請時には、重畳料金の設定がなされないことを強く望みます。

２．費用の算定根拠

一部で提示されている手続費・工事費の案に関して、その算定根拠が示されていますが、この根拠と称する規定自体、従来通りの作業単金に根拠の不明な作業時間が積算されているにすぎないと考えます。「作業時間」を「根拠」とするならば、「具体的な作業内容」と「作業時間」の実測結果等の明示がなされるべきと考えます。

以下に、今回提示された接続約款の変更案の細目に関して、項目毎に弊社の意見を述べさせていただきます。
アンバンドル関連

· 
· 「DSL回線との接続に係るその他の情報」を「閲覧できる」状態にすることは本サービスを展開する上での最低限の要素であり、その準備を整えて頂けることは評価致します。しかし、情報は単に「閲覧できる状態」にとどめることなく、本サービスを個々のユーザーへ円滑に提供していく上で不可欠となる、回線開通のプロセス、即ち、加入受付【入力】・回線【照会】・手続の行程進捗状況【照会】等、一連の手続に関する情報を東西NTT殿と接続事業者が相互に入力・照会・共有できるシステムを、世界的な標準手順策定組織であるTele Management Forum（TMF）の[DSL Ordering Process]に沿った形式で構築して頂くことを強く要望致します。

· 現在、東西NTT殿が提案されているCSVファイル形式による情報交換は、あくまで暫定的手段と認識しております。大規模なDSL普及のためには、TMFの形式に沿った世界標準のDSL サプライチェーンマネージメント(SCM)を構築し、東西NTT殿と接続事業者の作業手順合理化による回線開通時間を短縮することが不可欠であることを認識し、本約款に「世界的な標準手順に沿ったサプライチェーンマネージメントシステムの開発を早急に目指し、インターフェースを接続事業者に無償で開放する」と明記して頂きたく存じます。

· 「電気通信回線設備を通じて閲覧できるよう準備を整えます」の部分については、一定の時間的目標期限をご提示頂きたく存じます。期限なき努力目標は理想の空洞化を招きかねないと考えます。

· 「閲覧できる情報」が、システムへのデータ入力との時間的差異により、現状と相違する可能性があることが示唆されていますが、可能な限り適時にデータを更新する努力をして頂くことを前提とした表現に変更して頂くことを要望致します。

· 同項(1)に列挙された情報のうち、総合ディジタル通信サービスを提供する端末回線についても、事務用又は住宅用ごとの数を開示して頂くことを要望致します。

コロケーション関連

· 照会時点における「MDFにおける空き端子数」に加えて、「増設可能なMDF端子数及び増設に要する期間」を照会情報として追加して頂くことを要望致します。
これは、現存するMDFの残り空き端子数が少ない場合に、そのGC局において相互接続点を設置する余地があるか否かを判断できる重要な材料になると考えるためです。


· 「申込みの受付後1年以内」を半年以内程度に短縮して頂くことを要望致します。
申込み後１年間にわたって相互接続のための空き場所を保留して頂けるのは、事業の見通しが明確でない時点で早目に場所の占有権を確保できるという意味で、接続事業者にとっては一見メリットがあるようにもとれます。
しかしながら、DSLの普及速度が不透明な中、１年間もの保留が可能となると、各接続事業者が闇雲に実需に基づかない申込みを行い、MDFを確保し、不合理な先取特権に基づく「MDF地上げ」すら誘発される危険を含んでいると考えます。
そもそも「コロケーションスペース」については、技術革新により単位面積当たりの収容回線数は年々向上するため、いたずらに需要を先読みした「スペースの地上げ」を行うこと自体合理性がありません。しかし一方で、MDFの拡張は物理的に容易ではありません。
公共の利益に供すべきNTTビル内の設備を有効に活用し、事業者間の競争を健全に促進するという観点から、保留する期間を長くとも半年程度とし、実需に基づいた追加申込により適宜事業者に増設申込をさせることが合理的と考えます。

以上

第10条の２（事前照会）


（３）第1号の通信用建物において接続に必要な装置等を設置するために利用することが�できる当社のMDFにおける空き端子数





第94 条の４ （DSL 回線との接続に係るその他の情報の提供）


当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるよう準備を整えます。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払は生じません。ただし、閲覧できる情報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれることがあります。


当社の通信用建物ごとの電話サービスを提供する端末回線数（一部区間が光ファイバ化された回線数及び全て電気的信号を送受する端末回線数の内訳も含みます。）、総合ディジタル通信サービス並びに電話重畳しないDSL サービスを提供する端末回線数（その合計をMDFにおける全端子数とします。）、MDFにおける空き端子数（端子数は範囲で提供します。）及び電話サービスを提供する端末回線の事務用又は住宅用ごとの数








第10条の４（相互接続点の設置の申込み）


２　当社は、前項の規定により接続申込者から相互接続点を設置する旨の申込みを受けた場合は、その通信用建物等について、相互接続点及び接続に必要な装置等の設置のため空き場所を保留します。


ただし、接続申込者が前項の申込みの受付後１年以内（当社の責めに帰すべき事由による期間は除きます。）に接続に必要な装置等の設置の工事（第92条第１項第１号に規定する契約に基づき当社が請け負う工事を含みます。）に着手しないときは、当社が行った相互接続点に関する回答はその効力を失い、当社は、その通信用建物等における相互接続点及び接続に必要な装置等のための空き場所の保留を解除します。その接続に必要な装置等の設置のために必要となる空き場所の量がその回答における空き場所の量に満たない場合であって、その空き場所に関してその接続申込者以外の他事業者から前条第１項の申込みがあったときは、その満たない部分についても、同様とします。








